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介
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しし
まま
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表
１
は
、人
口
に
占
め
る
高
齢

者
の
割
合
を
示
し
た
高
齢
化
率
と

６５
歳
以
上（
第
１
号
被
保
険
者
）の

方
の
う
ち
、介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
際
に
必
要
な
要
介
護（
要

支
援
）認
定
を
受
け
て
い
る
方
の

割
合
を
表
し
て
い
ま
す
。

市
の
高
齢
化
率
は
、全
国
や
埼

玉
県
の
平
均
に
比
べ
て
低
い
数
値

を
示
し
て
い
ま
す
。し
か
し
、市
で

も
高
齢
化
は
進
ん
で
い
て
、介
護

保
険
制
度
が
発
足
し
た
平
成
１２
年

度
に
１１
・
７
％
だ
っ
た
高
齢
化
率

は
、１６
年
１０
月
に
は
１５・
１
％
で
、４

年
半
で
約
３
・
４
％
増
加
し
て
い

ま
す
。ま
た
、認
定
の
申
請
も
年
々

増
え
、１６
年
１０
月
現
在
の
認
定
率

は
１２
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

表
２
は
、要
介
護（
要
支
援
）認

定
者
数
を
表
し
て
い
ま
す
。認
定

を
受
け
て
い
る
方
の
数
は
、２
千

９
９
５
人
で
、１２
年
度（
１
千
５
３

７
人
）の
約
１
・
９
倍
に
増
え
て
い

ま
す
。ま
た
、１４
年
度
か
ら
は
約
４

０
０
人
増
え
て
い
ま
す
。こ
れ
ら

の
数
値
か
ら
、介
護
保
険
が
身
近

な
制
度
と
し
て
定
着
し
て
き
て
い

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

人口に占める高齢化率と
要介護（要支援）認定率の比較 （表１）

※上段の数値は平成１５年１０月１日現在、下段は平成１６年
１月１日現在

狭山市

１４．４％
１４．６％
１１．４％
１１．７％

埼玉県平均

１４．９％
１４．７％
１１．４％
１１．６％

全国平均

１９．０％
――
１４．７％
１４．９％

区 分

高 齢 化 率

要介護（要支援）認定率

要介護度別の認定者数 （表２：平成１６年３月末現在）

区 分 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

認定者数（人） １９７ １，０３２ ５５２ ４１１ ４２７ ３７６ ２，９９５
構 成 比 ６．６％ ３４．６％ １８．４％ １３．７％ １４．２％ １２．５％ １００．０％
第１号被保険者 １９２ ９７３ ５１３ ３９３ ４０４ ３５１ ２，８２６
６５歳～７５歳未満 ４４ ２０８ １１２ ７９ ７１ ６５ ５７９
７５歳 以 上 １４８ ７６５ ４０１ ３１４ ３３３ ２８６ ２，２４７

第２号被保険者 ５ ５９ ３９ １８ ２３ ２５ １６９ ４



国調整交付金
8,890万円（2.29％）

国庫負担金
7億7,644万円（20％）

県負担金
4億8,528万円（12.5％）

市負担金
4億8,528万円（12.5％）

第2号被保険者保険料（40～64歳の方）
12億4,230万円（32％）
第2号被保険者保険料（40～64歳の方）
12億4,230万円（32％）

第1号被保険者保険料（65歳以上の方）
8億400万円（20.71％）
第1号被保険者保険料（65歳以上の方）
8億400万円（20.71％）

15年度の介護保険給付費の財源内訳（グラフ１）

総総額額38億88千千2220万万円
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介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
と
、

利
用
料
の
９
割
相
当
が
介
護
保
険

か
ら
給
付
さ
れ
ま
す
。平
成
１５
年

度
の
総
額
は
、グ
ラ
フ
１
の
と
お

り
約
３８
億
８
千
万
円
で
す
。こ
の

財
源
は
、皆
さ
ん
の
保
険
料
と
国
・

県
・
市
の
公
費
で
賄
わ
れ
て
い
ま

す
。保
険
料
の
内
訳
は
、６５
歳
以
上

の
方
が
全
体
の
２０
・
７１
％
、４０
歳
か

ら
６４
歳
の
方
が
３２
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。６５
歳
以
上
の
方
の
保
険
料

は
、保
険
給
付
費
か
ら
算
出
し
た

も
の
で
、所
得
な
ど
に
応
じ
て
５

段
階
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。第

２
期
介
護
保
険
事
業
計
画
期
間
内

の
１５
年
度
か
ら
１７
年
度
の
市
の
基

準
月
額
は
２
千
９
５
５
円
で
す
。

な
お
、利
用
者
一
人
当
た
り
の

１
か
月
の
保
険
給
付
費
は
、居
宅

サ
ー
ビ
ス
が
約
８
万
６
千
６
６
１

円
、施
設
サ
ー
ビ
ス
が
約
３１
万
２

千
７
８
５
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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表
３
と
表
４
は
、介
護
サ
ー
ビ

ス
の
利
用
者
数
と
サ
ー
ビ
ス
種
類

別
の
利
用
状
況
で
す
。認
定
を
受

け
て
い
る
２
千
９
９
５
人
の
約
４

分
の
３
の
方
が
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

し
、１４
年
度
に
比
べ
居
宅
サ
ー
ビ

ス
、施
設
サ
ー
ビ
ス
共
に
増
え
て

い
ま
す
。

居
宅
サ
ー
ビ
ス
で
は
、食
事
や

入
浴
な
ど
の
身
体
介
助
、生
活
援

助
を
受
け
る
訪
問
介
護
や
訪
問
入

浴
介
護
、通
所
介
護（
デ
イ
サ
ー
ビ

ス
）、福
祉
用
具
貸
与
な
ど
を
利
用

す
る
方
が
増
え
て
い
ま
す
。ま
た
、

痴
呆
の
方
が
共
同
生
活
を
し
な
が

ら
介
護
が
受
け
ら
れ
る
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
と
有
料
老
人
ホ
ー
ム
が
大

幅
に
伸
び
て
い
ま
す
。
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介
護
保
険
制
度
が
、要
介
護
状

態
に
な
る
こ
と
の
予
防
と
要
介
護

状
態
の
軽
減
に
、よ
り
効
果
を
上

げ
ら
れ
る
よ
う
、現
在
、国
で
制
度

改
正
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。市

も
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向

上
と
計
画
的
な
施
設
整
備
の
促
進

に
一
層
努
め
ま
す
。

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
・
保
険

料
・
認
定
な
ど
不
明
な
こ
と
は
、お

気
軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

問
合
せ
介
護
保
険
課
へ

内
線
１
５
５
２

介護サービスの利用者数 （表３：平成１６年３月末現在）
計
１，６３２
１００．０％
５７３

１００．０％

要介護５
８９
５．４％
１８７
３２．７％

要介護４
１４５
８．９％
１６７
２９．２％

要介護３
２２４
１３．７％
１０８
１８．８％

要介護２
３６７
２２．５％
８０

１３．９％

要介護１
６９０
４２．３％
３１
５．４％

要支援
１１７
７．２％

区 分
人 数
構成比
人 数
構成比

居宅サービス

施設サービス

15年度の介護サービス種類別の利用状況 （表４）
サービスの種類 利用件数など 保険給付費（円） 前年度比

居宅サービス ５６，８４７件 １６億９，７１７万４，４１１ ２３．７％
訪問介護 ９，６６９件 ３億５，０４４万８，２３２ ２４．６％
訪問入浴介護 ７８８件 ３，７９２万８，５８８ ２８．７％
訪問看護 ３，７５０件 １億１，８１５万４，６６０ △０．９％
訪問リハビリ １６４件 ２７１万２，９８７ △６．２％
通所介護 ７，２６８件 ３億９，１４４万５，０４８ ２４．６％
通所リハビリ ３，１２７件 １億７，３１７万９，５２６ ２．７％
福祉用具貸与 ８，３０５件 １億１，０２７万６，９１０ ２５．４％
居宅療養管理指導 １，３２６件 １，０９９万３，０８０ △３．３％
短期入所 ２，７２５件 １億９，１９８万３，６１７ １１．４％
グループホーム ※１ １８９件 ４，１３２万０，００３ ７１．０％
有料老人ホーム ※２ ４７６件 ７，１１５万８，４３５ １１９９．７％
居宅介護支援 １８，４６０件 １億５，６９３万５，４５６ ３４．４％
福祉用具購入 ３１４件 ７５８万５，６９５ △５．３％
住宅改修 ２８６件 ３，３０５万２，１７４ １２．５％

施設サービス ５７３人 ２１億５，０７１万１，０７５ ８．４％
介護老人福祉施設 ２９１人 ９億７，９６８万１，４８４ ２６．０％
介護老人保健施設 １６９人 ５億９，７２４万４，６５１ △８．７％
介護療養型医療施設 １１３人 ５億７，３７８万４，９４０ ３．９％

計 ３８億４，７８８万５，４８６ １４．７％
高額介護サービス費 ６２，１５６件 ２，７０３万１，１３５ △９．６％
審査支払手数料 ４，２０４件 ７２８万４，６７３ １７．５％

合 計 ３８億８，２２０万１，２９４ １４．４％
※１ 痴呆対応型共同生活介護 ※２ 特定施設入所者生活介護

広報さやま ２００４．１２．１０号

５


